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Kengo MOCHIDA 
Policy of Political Party on Secondary Education Reform in England and Wales 

The Policies of the Labour Party and the Conservative Party concerning 

the Comprehensive Reorganisation during the post World War 11 period 

Abstract : In this paper the policies of the Labour Party and the Conservative Party 

concermng the secondary school reorganisation in the post-ivar era are dealt with. The 

1944 Education Act allowed L. E. A.s to adopt their own system of secondary education, 

which was not necessarily to be the tripartite system. However, the traditional view 

prevailed. Even the Labour Ministers of Education held this view. Naturally most L. E 

A.s chose to adopt the tripartite system advocated by the Ministry. In this situation 

the Labour Party, apart from the Labour Ministers, worked as the strongest element in 

the progressive forces. The Labour Party declared its intention of reorganising secondary 

education along comprehensive lines in 1951. Thereafter the Labour Party continued to 

express its strong commitment to the comprehensrve principle. In 1965 the Labour 
Government issued Circular 10/65. This circular, with Circular 10/66, made clear the 

frrm mtention of the Labour Party to implement the comprehensive reorganisation. In 

1970 the Labour Government introduced a new Education Bill which included provisions 

for compulsory comprehensive reorganisation. But the Bill did not become an Act. In 

1976, however, a new education act was passed. The Education Act of 1976 required L 

E. A.s to make their secondary schools non-selective. Thus, the Labour Party finally 

got legal confirmation of its belief in the comprehensive principle 

The Conservative Party represented a powerful element in the traditional forces 

While it was in office, the Ministers of Education tried to limit the development of 

comprehensrve schools as little as possible. And the Conservative Party never accepted 

the concept of the comprehensive school which included the abolition of grammar schools 

However, as a result of growing criticism of the selective system, especially of the 

eleven-plus examination, the Conservative Party had to acknowledge the necessity of 

some modification. But it still held the view that grammar schools should be preserved 

and comprehensive schools should co-exist with grammar schools. This belief led the 

Conservative Government to withdraw Circular 10/65 in 1970 and try to slow down the 

comprehensrve development. In spite of the attitude of the Coservative Party, as the 

statistics of the number of comprehensive schools show, the comprehensive school has 

become the dominant type of secondary school within the public sector 
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2 イギリスの中等教育改革に関する政党の政策

どもの年令，能力および適性に応じて提供されるべきで

あるとした。しかし同法では特定のタイプの申等学校の

指定はおこなわれず，同法成立前の公的報告において推

奨された三課程制および進歩的勢力が支持してきた総合

制中等学校の二つの制度の可能性が生じたのである。こ

うした法律的枠組の申で，戦後においても，労働党は総

合制推進の中核的勢力として，総合制申等学校の進展を

はかるのであるが，その遇程においてグラマー。スクー

ル擁護を党是とする保守党ときびしく対立してきた。イ

ギリスの例に限らず，一般的に申等学校制度改革という

聞題（1ssue）はピーターソノ（Pau1Peterson）によれ

ば，利害を異にする種々のグループが論議に参加する

‘status　group　Po11t1cs’の領域（ar㎝a）に位置っけら

れるのであるが，そこにおいて申心的役割を果すのは政
　　　1）
党である。したがって中等教育改革の問題に関して政党

がどのような見解，立場をとってきたかの考察は，かか

る間題の分析において欠くべからざる作業といえよう。

本稿では，戦後のイギリスにおける総合制申等学校への

再編成という間題に対して，労働党，保守党の二大政党

がどのような政策をとってきたかを検討したい。

　I　労働党の中等学校政策

　1．労働党政府の政策：1945年一50年

　1945年に労働党ぽ政権の座に着いたが，保守党の選挙

管理政府は労働党が政権を獲得する前年に，r国民の

学校一その計画と目的』　（The　Nat1on’s　Schoo1s

the1r　P1an　and　Purpose）と題する政策声明書を発表

していた。この声明書は結局のところ労働党政府のもと

での文部省によっても承認きれるところとなる。1944年

教育法が申等学校のタイプについて特別の指定をおこな

わなかったために，文部省と地方教育当局の両者とも，

この間題について何らかの種類の申央による指導の必要

性を感じていたのであるが，『国民の学校』は地方当局

に対する文部省による指導書的役割を果し，また労働

党政府の文部大臣エレノ・ウィルキノノノ（E11en

W11kmsOn）自身の見解とも一致することになる、『国

民の学校Jにおいてはノーウッド報告の中で示唆された

三つのタイプの生徒の原則が承認され，三課程制への支

持が表明されたが，この結論の根拠は同書によると「…

・遇去の経験が証明しているように限定されかつ明確に

規定された目的をもち，選抜された入学者を収容する学

校こそ最高の教育水準に到達しそれを維持する傾向にあ
　2）

る。」というものであった。同書はまた国全体としてみ

ると，グラマースクール入学者の若干の滅少とテクニカ

ル。スクール入学者の増加をおこなえぱ利点があると論

じた、その理由として，1938年には申等学校卒業者の40

パーセノトは学校終了証書（the　SchOo1Cert1flcate）

を獲得しておらず，25パーセントの者が16才以前に卒業

している事実をあげ，あきらかに多くの子どもがその能

力以上の教育を受けてきていると指摘した。したがって

戦前のレベル以上にグラマー。スクール在籍数を増加す

る必要はなく。ある場合には減少させることも可能であ

るとされた。同書によると典型的なグラマー・スクール

は大学進学をめさすか高級専門職への準備をおこなう11

才から18才までの7年制の学校であると考えられたが，

1938年の統計において示されたように余りに多くグラマ

ー⑧スクール収容数を提供することは浪費であり，中等

学校卒業者の申にはテクニカル⑤スクールかモダン1ス

クールのコースの方が彼らの適性や能力に適したものが

かなりいるであろうと論じられた。このグラマー・スク

ール入学者制限論は，進歩的勢カにとってみれば，労働

者階級の子どもが基礎学校へと追いやられた戦前の状況

への逆戻りを意味し，とくに労働党にとっては全く受け

入れがたいものであった。

多課程学校の問題については，同書の論調はスペンズ報

告，ノーウッド報告において展開された議論の線に沿っ
　　　　　　3）
たものであった。スペンズ報告はこの問題をとりあげは

したが，長期的政策の目標としても多課程学校の広範な

設立を勧告することはできないとして，多課程学校の理

念を拒否したが，この拒否の理由の一つが多課程学校の

規模の大きさであった。ノーウッド報告もこの理由を再

ぴもちだし，学校内の教師や生徒の間の人間関係が薄め

られるような大規模学校はイギリス教育の伝統に反する

ときめつけたのである。『国民の学校』は二つの報告と

同じ理由により多課程学校に対し批判的であった。同書

は「このタイプの学校（多課程学校）は意図されている非

常に多様なコースを効果的に提供するためには非常に大

規模でなけれぱならない。わが国の伝統では学校はより

緊密なコミュニティである。この伝統は軽々しく捨てさ

ることのできない価値をもっていると信じる多くの理由
　　4）

がある。」と述べている。しかし同書が多課程学校発展

の可能性を全く拒否したわけではなかった。多課程学校

についての実験が可能であることを認め，「遇疎地域に

おいては適正な学校生活に必要な数を確保するために，

いくつかのタイプの中等コースを一つの学校の枠にまと

めることが必要であろうが，他の所では我々が子どもに

とって最善であるものを知っていると自信をもてるまで
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　5）
分別のある実験をおこなうことが可能である。」として、

農村地域においては多課程学校設立が望ましいと論じ

た。しかし『国民の学校』は多課程学校への全般的支持

のかわりにモダン。スクールの発展を推唱しrどの試験

の圧カからも解放されたこれらの学校（モダン。スクー

ル）はその生徒に適合した最善かつもっとも生き生きと

したかたちの中等教育をおこなうことができる。モダン
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⑤スクールがこの貴重な自由を保持し自身が良しとする
　　　　　　　　　　　　　　　　　　6）
路線に沿って発展できることが肝要である。」として，

モダン⑱スクールの発展による異るタイプの学校間の

「威信の平等」の確立を望み，三課程制の線に沿った中

等教育の発展を提唱した。したがって改革に対するその

態度は革命的変化よりも漸進的変化を良しとするもので

あり，「試みと実験はたしかに奨励されねばならない

が皇明白な損失をもたらす一方で、わが国にとってみれ

ばおそらくその価値がはっきりしない利点しか提供しな

い革命的変化の申へ，大きな規模で余りにも急速にとび

こむことは誤りであろう。革新は必ずしも改革ではない
　　　7）
のである。」と述べて急激な制度的変更を批判した。

　『国民の学校』にもられた原則は1945年12月に文部大

臣エレン⑤ウィルキンソンによって発布された通達73

　（Circu1ar73）においても確認された。この通達では

まず「計画の直接的目的にとって，また現在の学校の配

置からみても、地方当局は当初においては三つのタイプ

を構想し、また発展計画の中に各タイプに割り当てら

れる施設規模に関する情報を含ませることが必要であ
　8）
る。」と述べられ，地方教育当局に対して中等学校制度

を考慮する際，三つの異るタイプの学校を構想するよう

に勧告がなされた。通達はさらに各々のタイプの中等学

校に割りあてられるべき収容数の比率について示唆をお

こなったが，それによると，地域の実情に即した適当な

比率を考慮しながらも，一般的には70ないし75パーセン

トがモダン⑭スクールに，残りの25ないし30パーセント

がグラマー・スクールとテクニカル。スクールに割り当

てられるべきであるとした。通達はグラマー・スクール

を，大半の生徒に対して18才までのコースを提供する学

校と規定した。しかしr国民の学校』において提唱され

たグラマー・スクールの年次入学者数の減少に関して，

通達は満足すべき代替物が設置されるまでは入学者を極

端に減らすことは賢明ではないと指摘した。

　通達は三課程制を採用し勧告したが，学校の分離区分

が変更不可能なものであるとは考えられておらず，また

1944年教育法にもそうであるべきことを示すいかなる条

文もみあたらないことが言及され，さらに「時が経遇す

るにしたがい，多様なカリキュラムと年令幅をもつ中等

学校理念が，モダン1スクールの発展により，グラマ

rテクニカル，モダンという学校の分類にしだいにと
　　　　　9）
って代ること」が期待された。したがって通達は三課程

制の変更の可能性を否定はしなかったが，近い将来にお

ける変更の余地を非常に限定してしまった：「ある状況

において地方当局は地域の要求が二つ以上の中等学校を

一つの学校に統合することによって，もっとも良く満た

されるとの結論に到達するかもしれないが，文部大臣は

かかる提案を実情に即して考慮する用意がある。事実，

研　　吾 3

いくつかの農村地域ではこれが唯一の満足すべき解決策
　　　　　　　　10）
であるかもしれないρ」さらに通達は文部大臣が二課程

学校あるいは多課程学校の提案を考慮する用意がある場

合の四条件を以下の様にあげている：ra）学校敷地お

よび施設が建築規則に合致し多様な目的にとって適切な

ものでなければならない。b）学校が通学する全ての生

徒にとって適切な選択コースを提供できるように教師，

設備および組織が十分に考慮されねばならない。C）制

度は当該地域の他の公費維持学校の地位を侵害しないも

のでなければならない、d）大規模学校は小単位に効果

的に区分され調整されることが可能となるように組織さ
　　　　　　11）
れねばならない。」条件C）に関連して通達はとくにモ

ダン1スクールの地位について言及をおこない「多課程

学校が計画されているところでは，それが地域の全ての

モダン1スクールの生徒に対する配慮を含むべきである

ことが一般的には望ましい。多課程学校と並存するモダ

ン・スクールの存続は必然的にモダン⑤スクールを不利

な地位におき，最初からその地位を低いものにするであ
　12）
ろう。」と指摘した、通達73に続いて出された通達90

（Circu1ar90）も三課程制を支持する文部大臣の態度

を再び明白に表明し，「グラマー，テクニカルおよびモ

ダンという制度において各部門の間に厳格で手っとり早

い境界線をひくことはできないという事実が，異るグル

ープの生徒のもつ独特の興味および能力に応ずるために

必要とされる明確に規定されまた適切に開発された異る
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　13）
種類のコースの必要性をあいまいにしてはならない。」

と言明したのである。

　1947年にエレン1ウィルキンソンに代ってジョージ1

トムリノノノ（George　Tom1mson）が文部大臣に就任

し・同年に文部省はr新しい中等教育』（The　New

Secondary　Educat1on）と題するパノフレットを発行

した。この文書は新文部大臣の三課程制に対する信奉を

明白に表明しており，『国民の学校』およびその後の通

達において展開された論拠を踏襲したものであった。そ

こにもられた基本的原理は1944隼教育法の「年令，能

力，適性」の原則を実現するためには，中等学校制度に

おいて広範な多様性が存在すべきであるというものであ

り。「誰もが一人一人の子どもは異っていることを知っ

ている。学校もまた異ったものでなければならない。そ

うでなければ1944年教育法は成功しない、・・…・したがっ

て中等学校制度は当該の子どもの異る能力，適性および

発達段階にみあった多様なカリキュラムと多様な方法を
　　　　　　　　　14）
提供しなければならない、」と指摘された。文書はノー

ウッド報告における三つのタイプの子どもに再び言及

し，この三つのタイプを学校のタイプに結びつけた、モ

ダン・スクールは「具体的事物を取り扱い，また彼ら自

身の日常的経験に根ざしたコースで学ぶことによっても
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っとも容易に学ぷ大多数の子ども」を収容し，テクニカ

ル。スクールは「きわめて早い時期に士薬あるいは農業

の分野において生計をたてることを決めた若平の子ども

たち」のためにあり，さらにグラマー・スクールは「能

力と適性が書物や観念に力点をおいたコースを必要とし

ている少数のもの」を収容するとされた、こ1のように

『新しい中等教育』は三課程制をきわめて具体的に記述

したが，しかし同時に異る学校によって提供される教育

の申の共通の要素をも強調し，また「すべての地方教育

当局は二つのタイプの申等学校から他のタイプの学校へ

と，申等教育期間のどの段階においても困難をともなわ

ずに生徒を移行しうるような措置を構じなければならな

い」と言明して，「不適合」生徒の容易な移行の必要性

についても重視した。さらにこの文書は以前における政

府文書と同様に，「威信の平等」についても言及し，そ

の中でモダン。スクール発展に関してとくにふれ，平等

の条件を地方当局はモダン・スクールに対して与えるべ

きであり，教員配置，図書，設傭などについてもモダノ

・スクールは優遇されるべきであるとした。モダン。ス

クールの申等学校としての地位は制服，制帽，ブレザー

によって際立たせることができるが，平等な条件が与え

られたとしてもモダン・スクールは平等な威信を白身の

努力でかちとらねばならないであろうことも強調され

た。

　多課程学校の導入の可能性についてはr新しい中等教

育』はそれを否定もしなけれぱ，強力に推奨することも

しなかった。同書によると文部大臣は中等教育制度編制

のための固定した指針を設定することではなく，地方当

局がその地域的必要にもっとも適したプランをたてるよ

うに奨励することを、望んだのであり，したがって新し

いプランを遂行するための最善の方法が，条件が整った

ところでは二つあるいは三つの中等教育のタイプを一つ

の学校に結合することになる場合もあることが指摘され

た。しかしながら同文書はこのタイプの学校のもついく

つかの欠点が最近の議論において示されたとして，多課

程学校が採用される場合には適切なコースの多様性が保

証されるべきであり，各コース間の移行が容易であり，

また優秀な生徒のためにそうでない生徒と同じように能

力を十分に発達させうる機会が与えられるべきであると

論じた。これらの条件を満足させるために多課程学校は

I大規模学校でなければならないとされ，具体的には「あ

る地域の年長の子どもたち全てに中等教育を提供する学

校が，その生徒全てに対して適切な展望と機会を提供で

きるようにするためには，学校は非常に大きなものでな

ければならない。1学年10ないし11学級（すなわち全校

生徒数1，500人から1，700人）■以下の学校が必要な多様な
　　　　　　　　　　　　　　　　　15）
コースを提供できるかどうかは疑わしい、」と指摘され

た。

　『新しい申等教育』発行の直後に発布された通達144

（C1r㎝1ar144）において，文部大臣は申等学校編制に

対するその基本的態度をより明確に表明した。そこで

は、文部大臣は申等教育を全てのものにという新しい問

題に対する多様なアブローヂを歓迎することが言明され

たが，文部大臣は総合制タイプの組織によって期待され

る社会的利益を完全に承認するが，そうした計画の全て

が健全な教育的原理と実践に合致することが保証される

ことにのみ関心をもつと表明された。この通達は用語の

混乱を解決するために，多課程学校と総合制学校の定義

をおこなった。その定義によると「多課程学校は一定地

域の全ての子どもたちの全ての中等教育を遂行するよう

に意図されかつ明確に区分された三つの課程を有する学

校を意味する。総合制学校は一定地域の全ての子どもた

ちの全ての中等教育を三つの課程に区分せずにおこなう
　　　　　　　　　　　16）
よう意図された学校である。」とされ，両者の区別は課

程の明確な区分があるか無いかによってなされた。さら

に通達は二つ以上のタイプの教育が一つの学校に統合さ

れた場合，尊重されるべき一定の基本原則について再び

言明している。それらは，第一には生徒に対する配慮が

三課程制の場合よりも貧弱にならないこと、第二には通

学地域にこのタイプの教育を提供している統合された学

校しか存在しない状況がつくりだされないこと，第三に

グラマー，テクニカルおよびモダンの課程の間のバラン

スが保たれることであった。通達はまた多課程学校およ

び総合制学校の双方にとって望ましい規模を示唆した

が，多課程学校は1学年10ないし11学級（全校生徒数

1，500ないし1，700）で，モダンが6ないし7，テクニカ

ルおよびグラマーがそれぞれ2つのストリームをもつべ

きであるとされ，1学年6学級以下の学校では多課程の

原理は非現実的なものとなると論じられた。総合制学校

はグラマー，テクニカルおよびモダンの用語は使用され

ないが多課程学校と同程度の規模であるべきとされた。

　労働党政府の二人の文部大臣は三課程制の方が総合制

よりも「年令，能力および適性」の原則を実現するため

に適した制度であると考えており，両者とも多課程制あ

るいは総合制の線に沿った実験の余地を排除はしなかっ

たが，実験を非常に強く奨励することもなかった。二人

とも威信の平等の達成が中等教育における不平等の問題

の解決となりうると信じていた・エレン。ウィルキンソ

ンの見解は法律上の地位および物質的条件の平等が達成

されたならぱ，それが異るタイプの学校間の威信の平等

の確立につながるというものであった。すなわち「教師

の給与，休暇が同一であり，さらに可能な限りそれぞれ

の学校の建物が適正であれぱ，実際上，教師の正当な要
　　　　　　　　　　17）
求である平等を手に入れる」ことができると考えられた
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のである。二人の文部大臣ともとくにグラマー1スクー

ルに対する脅威に対して反対の見解を表明した。その理

由はグラマー1スクールの廃止は優秀な労働者階級の子

弟から教育的および杜会的梯子の上昇の機会を奪うこと

を意味すると考えられたからであった。トムリンソンは

彼の信念について「貧困のために申等教育の機会を奪わ

れていた青隼の時にたてた誓いをさらに一歩実現する機

会をもったことを喜ぱしいとおもっている。それはで一き

るなら私の行動によって、同じような障害が謹の前にも

たちふさがらないようにするという誓いであった。・…・

私は‘中等教育をすべての者に’というスローガンの実
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　18）
現に役立てることに胸をわくわくさせている。」と述べ

て，グラマー1スクール教育を労働者階級の子どもに拡

げることの方が総合制学校の設立よりも重要であるとの

見解を示した。

　2　労働党政府文部夫臣に対する批判と総含制原理の

　　承認：i951年一64年

　労働党政府の二人の文部大臣の見解に対して，労働党

内のよりラディカルなメンバーは選抜的制度が労働党の

根本理念である社会的公正と平等の原理に反するという

理由で批判をおこなってきた、1946年の労働党大会では

ウィルキンソノは『国民の学校』を撤回し，教育制度を

多課程原理に基づいて改革するように要求された。1948

隼の党大会は共通の中等学校の原則の確認をもとめる動

議を採択し、さらに1950年の党大会は「本大会は政府が

中等教育において労働党の言明された政策である総合制

学校政策を実施し，発展計画に総合制学校を含んでいる

地方教育当局の援助のために文部省ができる隈りのこと

をおこない，さらに地方の実情に相応の配慮を払い総合

制学校進展の許可が学校規模の理串だけで取り消される
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　19）
ことのないように保証することを要求する。」という決

議を採択し、政府に総合制め進展を迫った。このような

動きの申で労働党の公式政策としての総合制原理の承認

は，最終的には1951年に発行された『申等教育の一政

策』（APo11cyforSecondaryEducat1on）と題され

た文書によって与えられた。

　この『中等教育の一政策』において，労働党は総合制

による教育機会の平等化政策に対するそのコミットメン

トを明白に表明し，三課程制を教育機会の平等の実現に

とっての障害であると攻撃した。三課程制は現代の要請

および杜会主義の願望とかけはなれたものであるとさ

れ。三つのタイプの学校は古い階級分離の伝統を継承し

たものであり，グラマー・スクールの生徒に対しては不

合理な優越感と残りの者に対しては劣等感を与えがちで

あるとして，選抜的制度と結びついた杜会的分離の側面

にも関心を払った。早期選抜の教育的不健全さも．攻撃の

的となり茅「将来の精神的発達は予測されうると想定さ

5

れているが，この種の予測の正確さについての最近の調

査は，テストの妥当性に対して深刻な疑いを投げかけは

しないにしても，少くとも誤差の範囲がかなり広いこと
　　　　　　20）
を指摘している。」と選抜の基盤となっている前提が妥

当性を欠くものとして批判された。さらに，予どもの能

力測定におけるテストの限界，子どもと両親の双方に対

する有害な圧力また初等学校にかかるテストの重圧につ

いても言及がなされた。地方教育当局ごとに異るグラマ

ー・スクール入学者の比率は機会の不平等を示す一つの

指標と考えられ，さらに13才での移行措置は、理論にお

いては可能であるが実際には不可能であると判断された

が，その理由はグラマー・スクール教師の側にモダン・

スクールの生徒を受け入れたがらない傾向があるという

ものであった。総合制学校はこうした全ての欠点と深刻

な社会的不公正を避けることができると主張されたが，

総合制学校は「全ての生徒に共通の中核的諸教科を基礎

とし，子どもの希望，適性および能カに応じて専門教科

のクラスにわかれるシステムをもち，地域の全ての子ど
　　　　　21）
もを収容する」学校であると定義された。総合制学校の

プランにおいて留意されるべき重要なものとして，三つ

の要因が指摘されたが，それらは「1）学校規模：現在

のグラマー・スクールと同等の第6年級教育のための配

慮がなされるべきである。2）組織：子どもたちの特別

な適性への配慮をおこなう学級数の設定が教師や施設に

非現実的負担をかけるものであってはならない。3）個

別ガイダンス：学校生活を通じて各生徒に対する緊密な
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　22）
個別ガイダンスがおこなわれるべきである。」であった。

　r申等教育の一政策』発表後，労働党は総合制原理に

対するコミットメントをさらに強め、総合制学校のみが

平等と社会正義の原理に即したものであると主張するの

である。労働党指導者の一人であり後に教育科学大臣と

なったクロスラノト（C　A　R　Cros1and）はr社会主

義の将来』　（The　Future　of　Soc1a11slm）を1956年に出

版し，その中でr労働党政府は総合制原理の支持を明確

に表明し，また地方当局が総合制学校の実験においても
　　　　　　　　　　　　　　　　　23）
っと大胆になるように勧奨すべきであ亭」として。選抜

的制度を攻撃し総合制を提唱した。1958年には労働党は

『生活のための学習』（Leammg　to　L1▽e）を発表し，

労働党の総合制進展の堅い意図を表明したが，その冒頭

において「政府は杜会における全ての才能が十分に開発

されパ知性的に応用されるように教育を組織するように

努力すべきであり、全ての子どもはその両親の収入がど

れほどであ札またその家がどこにあろうとも発達のた
　　　　　　　　　　24）
めの平等の機会を有する。」と指摘された。『生活のた

めの学習』においても，選抜の間題がまず第一に取りあ

げられ。三課程制における選抜と「真の選抜」との対比

がおこなわれた。それによると「真の選抜」は選択が子
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どもによって示された興味，教師による判断および両親

の希望の相互作用によっておこなわれる連続的プロセス

であり，その選択の時期も子どもによってそれぞれ異る

ものであるとされた。教師の仕事は子どもの発達の全側

面を考慮し，それぞれの子どもがどのクラスあるいはセ

ットに所属するべきかを決定することであり，したがっ

てr真の選抜」とはこの選択と判断がおこなわれるプロ

セスを意味すべきであると主張された。r真の選抜」と

対照的な11才試験による選抜は11才という早い時点にお

ける子どもの「分離」　（SegregatiOn）であると形容さ

れ，それは「真の選抜」の敵であると糾弾された◎さら

に11才での分離は，ふつうほんの少数の子どもしか，15

才で異るタイプの学校に移行する機会をもたないため

に，恒久的なものとなり，したがって11才試験は「後発

組」（1ate－deve1oPers）から能力発達の機会を奪って

しまうことになると指摘され，また子ども，両親，さら

に初等学校に対する11才試験の圧力は非常に有害なもの

であると考えられた。かくして「かかる差違をみれば，

現在のわが国における子どもに対するラベルづけとふり

分けが，各人に適した学習課程の本当の発見とどのくら

い異るかが明白であり，もしわれわれがこの制度を存続
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　25）
させるなら，その弊害はますますびどくなるであろう。」

と結論づけられた。

　『生活のための学習』は選抜的制度の「悪」を避けか

つ「真の選抜」を容易にするために総合制原理が必要不

可欠のものであると提唱し，同一学校内で非常に多様な

コースを提供し，また子どもの早期選抜がおこなわれな

い総合制こそ，全ての中等教育年令の子どもの要求に応

ずるための一層の機会を提供するための最善のものであ

ると論じた。総合制学校の具体的形態について，同文書

は「この名称（総合制学校）は，今日グラマー・スクー

ルがおこなっているように，学校が11才から18才までの

生徒を収容している場合に特に用いられる。しかし，…

　・この種の学校が中等段階で子どもたちに対して真の選

択の機会を与える唯一の方法ではない。さまざまな手段

により，この機会を提供することに成功する中等教育制
　　　　　　　　　　　　26）
度は‘総合制’と形容される。」として，総合制学校の

形態について柔軟に考え，総合制教育が一つのタイプの

総合制学校においてのみ提供されるものではないことを

明確にした。つづいて総合制に対する批判についても検

討がおこなわれた。まず，総合制中等学校に対する批判

の申で，もっとも強くおこなわれてきた点，すなわちそ

の大規模性に対する批判への反批判がなされた。それに

よると，重要であるのは学校の規模ではなく，学級と規

模と学校の内部組織であり，さらに大規模学校も積極的

な教育的利点をもつとされた。大規模学校は非常にハラ

エティにとんだ教師と生徒の存在によって，より強い知

的刺激を与えることができ，また教師も多人数であるの

で多様な資格をもち，さらに特別の才能をもった生徒へ

の対処がより効果的．とな・り，また特別科目の要請にうま

く答えることができることが指摘された。次に、総合制

学校が教育水準の低下をもたらすという批判に対して，

この種の攻撃は不健全な前提に基づいているとして斥け

た。すなわちこうした批判は、第6年級に進級している

生徒の現在の割合は固定的なものであり，また現在モダ

ン。スクールに在学している生徒の中から第6年級に進

学するものはほとんどないであろうという前提にもとづ

いているが，ますます多くの生徒が15才以降も在学する

傾向が明白になってきており，．こうした傾向が続けば適

正規模でまた活気のある第6隼級を有する学校が総合制

の中でも十分につくりだされると考えるべきであるとし

た。さらに総合制学校においてもグラマー一・スクールの

長所は存続するばかりでなく，それがより広範なグル

ーブヘと拡大されると主張し，「分離擁護者は総合制教

育によって優秀な者の足がひっぱられるかあるいは逆に

そうでない者がおさえつけられるという見解を正当化す
　　　　　　　　　　　　27）
る証拠をまだ発見していない。」と．総合制学校批判論を

攻撃した。最後に『生活のための学習』は両親の選択権

の問題を取り扱った。総合制中等教育では全ての子ども

が最適のコースを保証されるのであるから真の選択の機

会はより大きくなると論じられ，11才での最終的選択に

代って，両親はより幅広い選択の機会を獲得すると主張

した。結論として，労働党の総合制進展の意図が「労働

党は……総合制中等教育を確立し，11才試験による分離

を廃止することを提唱する。これは今後5年間およびそ

の後においても追及されるべき目標である。多様性の必

要と可能性に留意し，労働党政府は地方教育当局に対

し，できる限り早く総合制原理を採用し各中等学校にお

いて幅広いコースを提供するように企図された発展計画
　　　　　　　　　　　　　　28）
を準傭するよう要求するであろう。」と言明された。こ

うして総合制原理は労働党の公的政策として確立された

のである。

　3　確固たる国家的政策　1965年一74年

　1964年総選挙において労働党は圧倒的勝利をおさめ政

権を奪取し，翌年の1965年には教育科学大臣アンソニ

ー1クロメランドが地方教育当局に対し通達10／65

（Circu1ar10／65）を発布した。この通達は申等教育に

関する国家的政策における新時代の開始を告げるものと

して，11才試験を廃止し中等教育における分離主義を根

絶するという政府の意図を言明した。通達において「教

育科学大臣は地方教育当局に対し，その地域の申等教育

を総合制の線に沿って再編成するための計画を準備し提
　　　　　　　　　29）
出するように依頼する」と、初めて政府は地方教育当局

に対し総合制原理に即した発展計画を1隼以内に提出す
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るようもとめた。しかし通達発布の目的は総合制編制の

方法に関する何らかの中央による指導を与えることであ

り，通達はいかなる意味においても強制的なものではな

く，あくまでも説得的なものであると言明され，「政府

は中等教育における選抜と分離主義の完全な廃止には時

間がかかることを認識しており、現在の学校に対して破

壊的あるいは急速な変化を押しつけようとするものでは．

ない。分離された学校から総合制への進展は，地方当局

による関係者全てとの協議にもとづく注意深い計画を必

要とする建設的プロセスであるべきことを政府は認めて
　30）
いる。」として，地方当局のイニシアティブに基づく漸

．進的施行が最善の方法であると考えられたのである。し

たがって「グラマー・スクール教育を現在受けている生

徒にとって価値あるグラマー・スクール教育の全ては保
　　　　　　　。・　　　　　　　　　　　　　　　31）
持され，さらにより多くの子どもに拡大される」ことが

指摘され，地域の要求にもとづく再編成計画における多

様性も認識された。

　地方教育当局に対する指針として通達は，いくつかの

地域においてすでに実施されてきた6つの主要な総合制
　　　　　　　　　　　　　　　　32）
学校のタイプを以下のように提示した。

　〔正統的あるいは一貴性（a11－through）学校〕

　1．11才から18才までの年令幅をもつ正統的総合制学

　　校

　〔二段階制〕

　2．全生徒は11才で下級総合制学稼に進学し，さらに

　　13才ないし14才で全生徒が上級総合制学校に進学す

　　る。

　3　全生徒は初等学校卒業後，下級総合制学校に進学

　　するが、13才ないし14才で，一部は上級総合制学校

　　に進学し，残りは下級学校にそのまま在学する。

　（二つの主要な変種）

　（1）全生徒が初等学校卒業後進学する総合制学校は公

　　的試験につながるコースを提供せず，ふつう生徒は

　　15才まで在学する。

　（2）第2のタイプの学校はαC．E．およびC．S．E．

　　コースを提供し、生徒は少くとも16才まで在学し，

　　適当な時期に上級総合制学校の第6年級に移行する

　　ように生徒を奨励する。

　4　全生徒は初等学校卒業後，下級総合制学校に進学

　　する。13才ないし14才で全生徒は，義務教育年限を

　　こえて在学する生徒を収容する上級学校か事残りの

　　者を収容する学校かのどちらかを選択する。

　〔第6年級カレッジ〕

　5．全生徒は11才から16才までの年令幅をもつ総合制

　　学校に入学する。16才以降も在学をのぞむ一部の生

　　徒は第6年級カレッソに進学する。

　〔ミドル・スクール〕
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6．初等と申等の二つの年令段階にまたがる制度。こ

　の制度では生徒は8，9才で初等学校を卒業し，8

　才一12才あるいは9才一13才の年令幅をもつ総合制

　学校に進学する。このミドル・スクールから生徒は

　12，3才から18才までの年令幅の総合制学校に進学

　する。

通達は以上の総合制学校の主なタイプの提示に続いて，

さらにそれらについて詳細な解説をおこなった。6つの

タイプのなかで，正統的な11才から18才までの総合制学

校が，多くの点で，もっとも簡単で最善の解決策を提供

できる学校として強く推奨された。しかし実施の場合の

いくつかの困難点も指摘された。それは既存の学校は一

貫制総合制学校として使用しうるほど大きなものではな

いことであったが，通達では，このタイプの学校は1950

隼代に考えられたほど大規模である必要はなく，1学年

6，7学級の学校でも十分に幅広い能力の生徒に対処で

き，またしっかりした第6年級をつくりだせることがあ

きらかであると主張された。二段階制の中では第2のタ

イプが明らかに好ましいものであるとされた。その理由

として，このタイプは既存の建物に容易に適合し，また

二つの学校間の移行時における選抜を廃止している点が

あげられた。さらに新しい建物が利用可能となった時に

一貫制学校へと発展させうることも好条件であった。し

かし，第3と第4のタイプには限定条件が付けられ，あ

くまでも暫定的解決策としてのみ構想された。理由はこ

れらのタイプでは，選抜が11才にではないにしても13，

4才で垣久化されるおそれがあるからであった。したが

って，これらのタイプについては少数の実験のみが許さ

れるにとどまり，13，4才での選択的移行を含む全ての

二段階制は，移行が自動的である制度にとって代わられ

るべきことが期待された。第6年級カレッジ制について

は，通達はむしろ用心深い態度をとり，「わが国では第

6年級カレッジのメリットに関する最終的判断の基礎と

なるには余りにもわずかの実験しかおこなわれていな

い」ことがその理由であった。ミドル・スクール制を計

画の申に含めることができたのは，1964年に成立した改

正法の条項によるものであった。この法律は1944年で規

定された児童は11才で初等教育から申等教育へ移行しな

ければならないという法的規制を取り除いた。この制度

は，選抜を確実に廃止し，また小規模な一貫制総合制学

校を促進するので魅カ的であると考えられたが，それに

もかかわらずこの制度は少くとも近い将来においては非

常に少数に限定されるであろうと予測された。

　通達10／65に続いて1966年には学校建築プログラムに

関する通達10／66（Circu1ar10／66）が発布された。こ

の通達は「学校建築の将来計画が中等教育の分離的制度
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と完全に合致するものである場合，それが政府の長期的

目標と椙入れないことは明白であろう。したがって教育

科学大臣は非選抜的中等教育制度の導入に反するいかな
　　　　　　　　　　　　　　33）
る申等教育新計画をも承認しない。」と言明して，総合

制への移行にそぐわない計画には財源の支出がおこなわ

れないことを明確にし，財政的側面からも総合制を進展

する意図をあきらかにした。

　通達10／65および10／66の発布は，申等教育の問題に関

する中央政府と地方当局との間の関係にとって重要な意

味をもっていた。1950年代および60年代初期には，文部

省といくつかの地方当局との間が，発展計画をめぐって

意見の不一致はみられたにせよ，申央政府と大半の地方

当局は申等教育制度の問題に関して衝突するようなこと

はなかった。伝統的勢力の強い影響により，両者とも中

等学校制度を三課程制の観点から構想してきたからであ

った。歴代の文部大臣も三課程制の観点にもとづき発言

してきており，とくにグラマー、スクールの存続につい

ての彼らの決意は強いものであった。したがって，いく

つかの地方当局で総合制学校の実験的試みがおこなわれ

たにせよ，大半の地方当局において支配的な中等教育の

パターンは三課程制であり，1960年にイングランドとウ

ェールズにはわずか130校の総合制学校しかなく，また

全中等学校生徒の申で総合制学校に在学する生徒の比率≡

　　　　　　　　　　　　　　　　34）
もわずか4．7パーセントにすぎなかった。中央当局と地

方当局が中等教育制度の基本原則について意見の一致を

みている間は，「パートナーシップ」にもとづき協働す

ることは容易であった。しかし中央政府が非常に進歩的

立場へと転換した後には，中央政府と三課程制の存続を

望む地方当局とのパートナーシップにひびが入ることは

十分予測されることであった。事実，通達10／65はいか

なる法的拘束力もも．たず，また法的処罰の措置をもりこ

むことはできなかったために，総合制再編成に反対する

地方当局が通達を無視することも可能であった。通達は

地方教育当局に対して一年以内に計画案を提出するよう

「要求」（require）しているのではなく「依頼」

（requeSt）しているのであり，地地方当局への強制よ

りも説得というかたちをとったためにそれだけ効力は弱

いものであった。しかし，通達10／66の方は財政的制裁

という手段により地方当局が総合制を採用するよう説得

するための非常に強力な武器として用いられた。しかし

この通達にもかかわらず，選抜的制度を維持しようと望

む地方教育当局は，依然総合制への移行を拒否すること

が可能であり，事実，7つの地方当局は計画案提出をた

だちに拒否し，また他のいくつかのものもでき．る限りひ

きのぱそうと試みたのである。

　1970年に労働党政府は申等教育の総合制再編成を強制

的におこなうための措置を含んだ新教育法案を提出し

た。法案は総合制の線に沿った発展計画案の提出を地方

教育当局に義務づけようとするものであった。政府が立

法化の必要性を感じた理由の一つは，当時の教育科学大

臣であったエドワート・ソヨート（Edward　Short）の

説明によると，「下院は1965年という早い時期に，総合

制中等教育を支持する決議をおこなっており，大半の地

方当局は11才試験による選抜に批判的な圧倒的証拠に基

づき再編成をおこなっているが、依然として，その証拠

ならびに国家的政策に対して抵抗している少数の地方当
　　　　35）
局が存在する。」というものであった。　この説明から判

断すると，政府は総合制学校の遅々とした発展に多少苛

立っていたようにおもわれる。しかし法案提出という行

動には、総合制教育を通じ平等な機会の提供をはかると

いう労働党の強い決意も大きく作用していた。エドワー

ド1ショートは1969隼の労働党大会において「新法律の

みが長年にわたって，我々が口先のみで言ってきた機会
　　　　　　　　　　　　　　　　　36）
の平等を確固たるものにするのである。」と述べてい

る。したがって法案提出は基本的には総合制原理への信

奉の表明であり，また「1964年以来の労働党内における
　　　　　　　　　　　37）
全潮流の表出とその頂点」であったともいえるのであ

る。しかしながら，法案は委員会段階において廃案とな

り法律成立はならなかったのである。

　1970年総選挙には敗北したが，1974年総選挙には労働

党は勝利をおさめ，政権の座に返り咲いた。新教育科学

大臣に就任したレク・プレノティス　（Reg　Prent1ce）

は，保守党政府時代にサッチャー教育科学大臣によって
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　38）
発布されていた通達10／70（C1rcu1ar10／70）をただち

に撤回し，新たに通逮4／74（C1rcu1ar4／74）を発布し

た。この通達は政府の総合制実施の確固とした意図につ

いて再び「政府は申等教育の完全な総合制を発展させ，

11才あるいは他のどの段階においても選抜を廃止すると

いうその意図を明示してきた。大臣は地方教育当局が大

臣のコントロールと監督のもとにおいて，この政策の効

果的遂行を確実におこなうよう望むものである。したが
　　　　　　　　　　　　39）
って通達10／70は撤回される。」と強い調子で言明した。

この通達は労働党の総合制政策の再確認であり。1975年

には、政府は1970年に続いて，公的な中等教育分野にお

いて，総合制中等学校以外の学校の存在を違法なものと

する法案を再び提出し，総合制化の一層の徹底を期した

のである。

　：皿　保守党の中等挙校政策

　1．グラマー。スクールの擁護：1951年一64年

　1940年代および50年代を通じて，保守党の中等学校政

策は一貫して総合制学校理念に対立するものであり，三

課程制の存続なかでもグラマー・スクール存続に対する

保守党のコミットメントは非常に強いものであった、保
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守党の論議は，異るタイプの学校問の威信の平等の確立

の方が，高い水準の学校（すなわちグラマー。スクー

ル）の破壊につながる（と保守党は主張した）総合制学

校の導入よりもはるかに適切な策であるとの確信に基づ

いていた。たとえば当時の傑守党指導者のウィンストン

⑭チャーチル（Wmston　Church111）もrクラマHス

クールの独自性，高水準およびその伝統を擁護する必要
　　　　　　40）
性を感じている」と述べたほどであった。1952年の保守

党大会では，党が三課程制を支持することが明確に表明

されたが，大会において可決された動議の一つは「本大

会はグラマー，テクニカルおよびモダンの各学校の分離

の価値をみとめ，この制度を総合制学校に変更するいか
　　　　　　　　　41）
なる試みをも排撃する。」という強い調子で総合制に反

対した。翌年には労働党の政策を非難した同様の動議

「グラマー・スクールを破壊しかつ独立学校の地位を危

くする社会主義者の政策はタ全ての子どもの教育機会の
　　　　　　　　　　42）
削滅をもたらすと確信する」が年次党大会において可決

された。1957年の党大会においても，三課程制支持の党

見解を表明する動議が可決されたが，それは以前の場合

と同様に「本大会は，分離したグラマー，テクニカルお

よびモダン・スクールのもつ真の教育的価値を認識し、

この三課程制を，総合制学校の広汎な建設によって廃止
　　　　　　　　　　　　　　　　　43）
しようとするいかなる企ても非難する、」という内容で

あった。

　1950隼代における保守党政府の文部大臣の態度もま

た，グラマー。スクール擁護という点に関しては非常に

鯛固であった。トムリンソンの後任者であるフローレン

ス・ホースフルー（F1orence　Horsburgh）は、地方教

育当局が総合制学稼以外には，どの形態の中等教育も提

供しないことを許可せず，1953年には，いかなるグラマ

ー。スクールの吸収も含まないコベントリーの総合制移

行計画については認可したものの，グラマー・スクール

を総合制の中に組み入れることを含んだロンドンの計
　　　　　　44）
画案を拒否した。彼女の後任のデビッド。エクレス

（Dav1d　E㏄1es）は1954年に文部大臣に就任したが，

グラマー。スクールヘの脅威に対するその態度は同様に

きびしいものであった。グラマー・スクール教師に対す

るその見解表明において，大臣は「中等教育のパターン

を決定する場合に，われわれは公正か平等かのどちらか

を選択しなければならない。二つの原理を同時に適用す

ることは不可能だからである。総合制学校の支持者は平

等を選び，女王陛下の現在の政府は公正を選んだのであ

る。私の同僚も私もグラマー・スクールの‘暗殺’には
　　　　　　　45）
決して賛成しない。」と述べ、グラマー・スクール擁護の

決意の固さを表明した。彼によれば「暗殺」とはグラマ

ー。スクールの総合制への吸収を意味していた。したが

って，総合制計画案は保守党文部大臣のもとでは，それ

が現存のグラマー・スクールを脅かさない場合にのみ認

可されたのである。事実，1955隼に文部大臣は総合制原理

を完全に実施しようとしたいくつかの地方当局の計画案

を拒否している。そうした計画案の一つがマンチェスタ

ー案であった。マンチェスターでは地方当局がヴィゼン

シェイグにある既存の学校（5校）を総合制学校へと転

換し，その入学を非選抜的にしようと試みたが，計画案

は，今迄あまり実施されていないタイプの学校の価値を

適切に検証できるだけの条件が整っていないとの理由に

より，文部大臣によって拒否された。同年，文部大臣は

スワンジーの計画案も拒否したが，その理由は非常に良

くまた危うくするには余りにも貴重な伝統をもつ既存の

グラマー・スクールの廃絶に賛成できないというもので

あった。

　総合制学校に対するこうした保守党および保守党政府

の態度は1958隼に保守党政府文部省によって発行された

白書の中で要約されている。この白書は『全ての者に中

等教育を　新動向』（Sec㎝dary　Educat1on　for　A11：

A　New　DriYe）という表題がつけられ，中等教育全般

にわたる保守党政府の政策を表明したものであった。白

書は総合制学校に対してやや柔軟な態度はとっているも

のの，選抜制と分離学校制の支持を明確にうち出し茅将

来もこの枠組内で中等教育制度が構想されるべきである

とした、白書によれば，1959，60年の中等学校入学者以

後は1960年代後半まで入学者数は減少するであろうか

ら，ここ5，6年は学校改善のための活気のある政策の

ためのかってない機会が提映される。したがってこの時

期において「われわれはわが国の申等教育制度における

全般的欠陥を無くすべきである。その欠陥は‘11才試

験’として知られるようになつたものについて最近表明

されている懸念の根本原因である。多くの子どもたち

は，同じ能力でありながら，質およぴ提供できるコース

の種類が非常に異る学校において申等教育を受けている

のが実情である。このことは多くの子どもたちが自分に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　46）
ふさわしい良い機会を獲得していないことを意味する◎」

と白書は言明した。この状況を改善する最善の方法は中

等モダン1スクールに一層の財源を配分し，その改善を

はかりモダン・スクールに子どもをやりたがらない親の

偏見を取りのぞくことであるとして，「……申等学校，

とくにモダン③スクールに対して必要とする財源を与え

ることができないでいる地域が余りにも多い。このこと

は多くの親が，もし子どもがモダン。スクールに行くよ

うなことになれば，人生における公平な出発を得ること

ができないと信じる理由である。　　また11才試験に対

する親の不安は，すべての申等学校がその名称がどうで

あれ，生徒のそれぞれにその能力と適性に応じた完全な

中等教育を提供できるようになった時にのみ最終的に軽
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　　　　　　　47）
減されるのである。」と指摘した。こうした白書の見解

は、威信の平等の確立が機会の平等を達成するための実

際的で妥当な方策であるという従来からの保守党の主張

を踏襲したものであるが，間題を単に平等な財源の配分

に嬢小化したものでもあった。したがって白書は三課程

制の存続なかんずく選抜制の必要性を強調し，「どのよ

うに申等教育が組織されようとも，われわれが子どもの

異る要求を正しく満たそうとするなら，実質的な選抜的

要素が維持されるべきである。何らかの方法により子ど

もはその特別の能力に適したコースヘとグループ分けさ

れねばならない。しかし，このことは11才における子ど

もの成績が，一度切りでその後の進路を決定してしまう
　　　　　　　　　　　48）
ものであってはならない。」と指摘した。中央政府と地

方教育当局との関係については，白書は，統一的なパタ

ーンのおしつけは誤っており，地方の必要性に即した多

様性が尊重されるべきであるとして「政府の兄解ではタ

個々の地方のさまざまな実情を考えると，イングランド

④ウユールス全体に統一的申等教育のパターノをおしつ

けることはもちろん，それを意図することも誤ってい
　49）

る。」と述べた。

　総合制学校自体については，白書はもしそれが純粋に

教育的理由にもとづき計画されるならば，実験的試みを

全く排除するものではないとして，さらに、そうした実

験が適切であるとみとめられる二つの地域を指摘した。

それらは第一には比較的人口の少ない農村地域と、第二

にはグラマー、テクニカル，モダンという十分に確立さ

れた伝統をもつ既存の学校が存在しない新興住宅地域で

あった。しかし，白書は，長く輝かしい歴史をもつ既存

のグラマー・スクールを廃校においこむようないかなる

提案も拒否きれるであろうと明言し，その理由として，

そうした提案は現在の良質の学校を破壊しまた両親の選

択の白由を完全に奪ってしまうことをあげた。さらに必

然的に大規模にならざるをえない総合制学校のもつ教育

上の欠点についても「……政府は非常に大きな総合制学

校を設立することに対して深刻な疑問を抱いている。…

・1学年14学級あるいは全校生徒2干人の学校において

一体感をつくりあげるのは全く例外的な人のみできるこ

とであり，したがって総合制学校を例外的なものではな
　　　　　　　　　　　　　50）
いとみなすことは賢明ではない。」と述べ，伝統的な小

規模学校の価値を強調した。最後に，大半の地方当局

が，総合制学校実験を依然として未検証のものであると

考え，大部分三課程制の継続を意図していると白書は指

摘し，現在の組織パターンの申におけるバリエーション

を考慮してゆく方が得策であるとして，現状の枠組にも

とつく発展が推奨されたのである。

　『全ての者に中等教育を：新動向』以後，1960隼代前

半まで，保守党は白書において表明された見解をもちつ

づけたが，1960年代初期に至って，中等教育間題に対す

る保守党の態度には変化の徴侯がみえはじめ，申等教育

再編成の問題に対しいくらか柔軟な態度をとるようにな

る。この変化の主な原因は，選抜制への批判，とくに11

才試験の有害な影響に対する批判が多くの親，教師さら

に世間一般の関心を集めるようになっことであった。厳

格な選抜制に対する疑間が保守党の指導者からも発せら

れるようになり，たとえば当時の文部大臣のエドワード

。ボィル（EdwardBoy1e）もrわれわれの講もが，戦

前に考えられたように子どもたちをいくつかのタイプな

いし能力のレベルにはっきりと区別できるとは考えてい

ない。三課程制を正当で正常な申等教育組織の方法であ

るとみなし王それ以外の全ての方法を実験的なものとラ

ベルづけする見解をこれ以上おしすすめることを私は望
　　51）
まない。」と述べ，三課程制固執の態度をいくぶん柔ら

げたのである。保守党内部自体にも総合制学校を支持す

るバウ・グループ（Bow　Group）と称する政策研究グ

ループの出現をみた。このグループは学校教育のカリキ

ュラムならびに組織についての『学校のための戦略』

（Strategy　for　Schoo1s）を出版し，11才試験に基礎を

置く三課程制は異る地域において平等な機会を提供する

ことに失敗し，また才能の浪費をもたらしているとして

批判し，「現在わが国の大半の地域において存在する三

課程制ないし二課程制がすみやかにまた根本的にオーハ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　52）
一。ホールされる必要のあることは疑いない。」と三課

程制改革の必要性を強調した。バウ⑧グループは地域に

よっては現存の学校建築が障害要因となり，総合制学校

を導入する場合若干困難がともなうことは認識しながら

も，「地方当局は新興地域に学校を設立する場合，総合

制学校を計画する方が賢明であろう。現在の中等学校の

建物が存在する他の地域では，全ての地方当局はその申

等学校において提供されるカリキュラムを拡大する方法
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　53）
を考慮するために現在の制度を再吟味する必要がある。」

との勧告をおこなった。保守党内部におけるこうした新

しいグループの出現にもかかわらず，公式の保守党政策

は選抜制の弊害をみとめながらも，グラマー・スクール

の存廃の問題については，依然としてグラマー・スクー

ル擁護の立場を強固に保持し続けていた。三課程制が唯

一の申等教育制度ではないとしたボイルもこの問題に関

しては「保守党は地方当局を強制して，好もうが好むま

いが，全ての選抜的学校を廃止し，何らかのかたちの総

合制原理を採用させる法律には反対する。われわれは全

てのグラマー。スクールがその実体を失うように強制さ
　　　　　　　　　　　　　　　54）
れる提案を受け入れることはできない。」とグラマー・

スクール廃止には絶対反対の立場をあきらかにした。さ

らに1964年総選挙公約においても，「公約は労働党の総

合制学校計画を‘馬鹿馬鹿しいほどドグマティック’で
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あると非難し，労働党の計画はグラマー。スクールの廃

止を意味することを強調する。保守党は・一どのような

名称であれ良い学校において全ての子どもたちがその能

力を最大限にまで伸ばせるような機会の提供を促進する
　　　　55）
ものである。」と，同様の原則が再びくり返されたので

ある。このように1960年代前半には，総合制学校に対す

る保守党の態度は若干柔軟にはなったけれども，グラマ

ー・スクール存続の決意は変化しておらず，中等教育に

関する党の政策は基本的には選抜的教育の枠組内にとど

まっていたといえよう。

　2．通達10／65の撤回、：1965年一74年

　保守党は労働党政府によって発布された通達10／65お

よび10／66に対して，それらが地方教育当局の白治への

干渉であるとの理由で反対を表明してきた。1966年の選

挙運動においても，教育政策における地方当局の自由の

間題が保守党によって活発に論議された。保守党は，労

働党の政策は地方当局自体が正しいと信じる提案をおこ

なえる地方当局の権限に対する窓意的な侵害であると

非難し茅1967年に党首であったエドワード。ヒース

（Edward　Heath）も，中等教育再編成に対する党の態

度を要約して，rわれわれは11才試験による選抜に反対

する教育思潮を認める、また中等教育の何らかの再編成

は必要であるが，それは地方当局の裁量にまかされるべ
　　　56）
きである。」と述べ，さらにいくつかの地域においては

総合制学校が最善の解決策であるかもしれないが，すで

に良いグラマー。スクールが存在するところではそうで

はないと付け加えた。

　1970年に保守党は選挙に勝利し，政権の座に着い

たが，新教育科学大臣マーガレット・サッチャー

（MargaretThatcher）がとった最初の措置の一つは

通達10／65の撤回であった◎通達10／70（Circu1ar10／70）

が1970年6月に発布され，その申で通達10／65の撤回が

言明された。通達は全ての生徒がその必要と能力にみあ

った中等教育機会を獲得するための措置を確保するとい

う政府の意図を述べたが，「政府は……法律あるいはそ

の他の手段により，地方教育当局に対し統一的な中等教
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　57）
育パターンを揮しつけることは誤っていると信じる。」

として，統一的な申等教育パターンに対して批判的であ

った。このような政府の見解にもとづき，通達10／66に

よって規制されていた中等学校建築計画の内容について

の制限も解．余されたのである。したがって地方当局は今

や，自己の地域の中等教育制度の形態にっいて自由に決

定することができ，その中等学校に関する提案は一般的

には教育的配慮ならびに地域の要求や希望，さらに資源

の有効な利用を眼目としておこなわれるべきであると指

摘された。地方当局は，教育科学省によって承認一された再

編成計画をそのま㌧変更せずに実施に移すか，あるいは

それらの修正の希望を教育科学省に通告するかのどちら

かを選択できるようになり室さらに現在教育科学省に対

して提出されている提案については，審査か撤回かの選

択が可能となった。したカぎって通達10／70の基本的姿勢

は「最近における申等教育組織の急速な変動は，多くの

地域において教育制度に大きな緊張をもたらしてきた。

ある特定の中等教育組織のパターンが十分に運営され，

またひろい支持を集めている場合、大臣は正当な理由な
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　58）
しにこれ以上の変動をひきおこすことは望まない。」と

の言明にもみられるように現状維持を志向したものであ

り，総合制再編成の動向にあきらかにブレーキをかける

役割を果した。事実サッチャーは約100校にのぼるグラ

マー。スクール廃校の承認を拒否したが、こうした拒否

は「これらの学校が関与する計画全体を停止させ、何ら

かの選抜の存続を必要にし事また新しい総合制学校が名

称のかわったモダン⑧スクール以外の何ものでない結果
　　　　59）
をもたらす」状況をつくりだしたのである。しかし保守

党政府のこうした政策は総合制学校再編成の動きの鈍化

をもたらしたものの，それを完全にとどめることはもは

や不可能であった。1974年に再び政権をとった労働党

は，同年通達4／74を発し通達10／70を逆に撤回し，さら

に、新法案の提出をはかったのである。保守党は11才試

験に反対する世論に抗しきれずに，三課程制の変革の必

要性をみとめながらも，依然として確固とした伝統をも

つグラマー。スクールは存続させられるべきであり，ま

たグラマー・スクールと総合制学校が並存すべきである

といういわばモダン。スクールのみの総合制化を意図す

る保守党の立場は変化していないといえよう。

　お　わ　り　に

　イギリスにおける総合制中等学校再編成においては，

総合制学校が平等と社会的公正の達成にとって必要であ

るとの「信念」を抱く労働党が中核的勢カとして、その

推進をはかってきた、それに対して保守党はグラマー。

スクール存続の立場から総合制原理に反対してきた。政

権を担当する二大政党が中等教育制度の問題に関して対

照的な政策をとってきたために，とくに1965年以降選挙

によって政権が交代する毎に，中央政府の態度が変ると

いう状況を生みだした。労働党は一層の総合制化を推進

し，保守党政府によるr妨害」を排除すべく，通達より

も効力の強い法律によって総合制学校の定着を意図して

きた。1970年には法律案を提出し成立をはかったが，成

立には至らなかった。しかし，1975年に総合制化を地方

教育当局に義務づける法律案を再び提出し，1976年にそ

れは1976年教育法（The　Educat1on　Act　of1976）と

して成立したのである。

　1976年教育法は総合制原理に基づき地方教育当局が中
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等教育を提供すべきであると次のように規定した。「…

・・地方教育当局は，中等教育に関するその権限と義務の

遂行において、生徒の入学方法が能力ないし適性を考慮

した選抜に（全体的にも部分的にも）基づかない学校に

おいてのみ中等教育が提供されるべきであるという一般
　　　　　　　　　　　60）
的原則に留意すべきである。」さらに，教育科学大臣に

対して，中等教育を総合制の線に沿って再編成するため

の計画案の提出を，地方教育当局に要求する権限を与え

た。「第一条の原則の実施における進捗ないし一層の進捗

がいかなる地方教育当局の地域ないし地域の一部におい

て必要であると大臣が認めた場合にはいかなる時点にお

いても，大臣は、大臣が指定する期間内に，当該当局の

地域ないしは大臣によって指定される同地域の一部にお

いて上記原則の実施を目的とする計画案を準備し，大臣
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　6ユ）
に提出するよう地方当局に要求する権限を有する。」計

画案が承認されたならば，それは実施されるが，計画案

が不十分なものである場合には，大臣はさらに特定の条

件を満たす再計画案の提出を義務づける権限を与えられ

た。「一・・大臣は，大臣が指定する期間内に，地方教育

当局あるいは有志立学校の理事に対して，本条にもとつ

きそれらによって以前提串され大臣が不十分と認めた計

画案に代る再計画案を準備し大臣に対して提出するよう
　　　　　　　　　　62）
要求する権限を有する。」1976年教育法の条文にみら

れるように，労働党政府は通達10／65にみられた「説得」

の基本的姿勢から「要求」という強い態度をとり，総合

制進展のかたい意図を立法化し，同法において同時に教

育行政における中央政府の権隈を強化したのである。こ

のような労働党政府の政策に対し，保守党は相変らず反

対の態度をとりつづけており，現在の保守党のr影の内

閣」の教育科学大臣であるセイント1ジョンーステバス

（Noman　St．John－Stevas）は次のように批判をおこ

なっている。「わが国における総合制の急速な発展は，

総合制学校が何を達成すべきであるのか，あるいは目標

達成のために適切に組織されているかどうかに関する一

貫した思想にもとづくこともまたそれをともなうことも

なくおこなわれてきた。この欠如が一・・多くの場合，こ

まぎれで意図の明確でないカリキュラムを生み出したの

である。総合制学校はすべての生徒に対してすべてのこ

とを試みようとし，しばしば惨たんたる緕果をひきおこ
　　　63）
している。」さらに，1976年法とは全く逆に選抜の要素

が必要であるとして，「選抜の方法として，11才試験は

未熟であり多くの点において不十分ではあったが，初等
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　64）
学校の生徒および教師の仕事の目標を提供した。」と指

摘している。

　しかし保守党の反対にもかかわらず総合制学校の進展

はもはやおしとどめることのできない潮流として確立し

ているようにおもわれる。遇去20隼間の総合制の発展を

みると，1950年にはわずか10校の総合制学校しか存在せ

ず・また在学生徒の全申等学校生徒に占める比率はO．5

パーセント以下にすぎなかった。しかし，学校数は持続

してふえ続け。とくに1965年の通達10／65発布以降，

1960年代後半および1970年代前半においてその数は急速

に増加した。1976年1月現在で，約5干校の公費維持中

等学校のうち過半数の約2干9百校が総合制学校であ

り，また全申等学校生，に占める総合制学校在学生徒の

比率も76パーセントに達しているのである。総合制学校

の発展は当然他のタイプの学校数の減少をともなってき

たのであるが，1973年まではモダン・スクールの数が19

50年代の約半数になっているのに対し，グラマー1スク

ールは同じ割合が減少してきてはいなかった。このこと

は総合制学校が主にグラマー。スクールと「共存」して

きたことを意味する。しかし，1976年においてはグラマ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　65）
一・スクール数は1973隼のほぼ半数の約470校に減少し

ている。これは1976年教育法の制定に示される労働党政

府の強い意図が大きく作用しているとおもわれ，総合制

学校は少なくとも数の上では，公的な中等学校の主流を

占めるに至ったのである、
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